
 計画の名称

 計画策定主体

 対象市町村

 計画の期間

 計画の目標

 定量的指標

    対象事業 別紙１のとおり

　農村地域における人口減少や高齢化の進行に伴う食料の生産力や安定供給の低下、日豪ＥＰＡやＴＰＰ
11、日欧ＥＰＡに続いて日米貿易協定も発効されるなど、グローバル化のさらなる進展、Society5.0やＳＤＧsな
どの新たな潮流、国土強靭化を実現するための「ハード対策」と「ソフト対策」を組み合わせた防災減災対策な
ど、農業および農村を取り巻く情勢は刻々と変化し続けており、その変化に的確に対応することにより農業お
よび農村の活性化が必要です。
　このため、農業生産力の強化に向けた生産基盤の整備を実施することによる「農業生産性の向上」、防災減
災対策に取組むことによる「安全・安心な農村づくり」、農業の持続的な発展と生産基盤や生活環境の改善を
図ることによる「地域の特性を生かした農村の振興」を目標として事業を推進していきます。

　農業および農村は、安全で安心な食糧を安定的に供給することに加えて、県土の保全、美しい農村景観の
形成などの重要な機能を発揮しています。その機能を持続的に発揮させるため、農業の生産基盤の整備は
もとより、地域の生活環境の整備や大規模災害等に備えた防災減災対策の強化を、総合的に進めます。

（１）農業生産性の向上
　　　スマート農業に適した農業用水路のパイプライン化およびほ場整備等の生産基盤の整備とともに、優良
　　農地の確保により、農地の担い手への集積（面積）率を増加（４３．０％→５８．５％）。
（２）安全・安心な農村づくり
　　　 農村の安全・安心を確保するため、農業用ため池や排水機場等の豪雨・耐震対策および長寿命化に
　　取り組むとともに、ため池の管理体制の強化や農業用施設の適正な維持管理を進め、防災減災対策に
　　より被害が未然に防止される面積を増加（３，３５７ha→４，５７０ha）。
　　　また老朽化等により機能低下がみられる海岸保全施設の改修整備を進めことにより、背後集落や農地
　  における高潮等による浸水被害を防止（１４０ha）

（３）地域の特性を生かした農村振興
　　　活力ある豊かな農村を実現するため、生産基盤や生活環境の整備を総合的に進めるとともに、豊富な
　　地域資源を活用した施設の整備等を進め、条件不利を解消する中山間地域等の集落率を増加
　　（３７．１％→４０．１％）。

農山漁村地域整備計画

みえの農業生産力向上計画
　～農業および農村を支える生産基盤の次世代への継承～

三重県

四日市市、津市、伊勢市、松阪市、桑名市、鈴鹿市、名張市、鳥羽市、いなべ市、志摩市、伊賀市、尾鷲市、
熊野市、東員町、多気町、明和町、大台町、玉城町、南伊勢町、紀北町、御浜町

令和２年度～令和６年度（５年間）



（別紙１）

備考

A-1 R2 ～ R3

A-2 R2 ～ R5

A-3 R2 ～ R3

A-4 R2 ～ R5

A-5 R2 ～ R4 1.69

A-6 R2 ～ R2 1.97

A-7 R2 ～ R2 1.44

A-8 R4 ～ R6

B-1 R2 ～ R3

B-2 R2 ～ R3

B-3 R3 ～ R6

B-4 R3 ～ R3

B-5 R4 ～ R6

B-6 R5 ～ R6

B-7 R6 ～ R6

海岸保全施設整
備＿農地

津波・高潮危機管理対策 熊野灘沿岸 三重県
伊勢市ほか

6市町
高潮浸水想定区域図

作成　１式
20,000

調査及び計画策定等の
ソフト整備のため未記
入

海岸保全施設整
備＿農地

津波・高潮危機管理対策 伊勢湾沿岸 三重県
伊勢市ほか

7市町
海岸保全基本計画

作成　１式
4,000

調査及び計画策定等の
ソフト整備のため未記
入

農山漁村地域整備計画の対象事業

131,000
H28年度以前に着手し
た地区であるため未記
入

海岸保全施設整
備＿農地

海岸堤防等老朽化対策 中津浜 三重県 南伊勢町 堤防工　１式 70,000
H28年度以前に着手し
た地区であるため未記
入

海岸保全施設整
備＿農地

海岸堤防等老朽化対策 大潟 三重県 鳥羽市

用水路工　L=372m

小計

140,000多気町

小計 690,000

土地改良法に基づかな
い事業実施のため未記
入

総事業費が10億円以下
のため未記入

1,313,750

海岸保全施設整
備＿農地

海岸堤防等老朽化対策 大潟２期 三重県 鳥羽市 堤防工　１式 20,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

海岸保全施設整
備＿農地

侵食対策 村松 三重県 伊勢市
突堤工　１式
養浜工　１式

路面の改良　L= 2,950
m

295,000

水利施設整備
農業水利施設保全合理化事業
（農業水利施設等整備事業）

三雲 三重県 松阪市 排水機場補修工　１式

堤防工　１式

37,000水利施設整備
農業水利施設保全合理化事業
（農業水利施設等整備事業）

六把野井水 三重県
いなべ市、

東員町

農地整備
通作条件整備（一般農道保全
対策型）

土羽 三重県 路面の改良L=1,320m

19,000

農地整備
通作条件整備（基幹農道保全
対策型）

相可 三重県 多気町 路面の改良　L= 860 m 95,650

名張市、
伊賀市

路面の改良　L=12,300
m

337,500
H28年度以前に着手し
た地区であるため未記
入

H28年度以前に着手し
た地区であるため未記
入

375,100
H28年度以前に着手し
た地区であるため未記
入

水利施設整備
農業水利施設保全合理化事業
（農業水利施設等整備事業）

宇陀川用水 三重県 名張市
農業用水路補修工　１

式
84,500

農地整備
通作条件整備（基幹農道保全
対策型）

磯部・浜島 三重県 志摩市

事業名

事業型 事業実施主体 関係市町村

計画期間内 計画期間内

事業箇所名 の事業内容 の総事業費工期

海岸保全施設整
備＿農地

津波・高潮危機管理対策 大潟２期 三重県 鳥羽市 堤防工　１式 150,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

費用対効果

（工種及び数量）（地区名） （千円）

農地整備
通作条件整備（一般農道保全
対策型）

玉城南部 三重県 玉城町
路面の改良　L=3,050

m

225,000
H28年度以前に着手し
た地区であるため未記
入

農地整備
通作条件整備（基幹農道保全
対策型）

伊賀 三重県



備考

C-1 R2 ～ R3 1.59

C-3 R2 ～ R2 1.18

C-4 R2 ～ R2

C-5 R2 ～ R2

C-6 R2 ～ R2

C-7 R2 ～ R2 1.31

C-8 R2 ～ R6 1.26

C-9 R2 ～ R5 1.54

C-10 R2 ～ R6 1.44

C-11 R2 ～ R6 1.23農村整備
農村集落基盤再編・整備事
業（集落基盤再編型）

御浜南部３期 御浜町 御浜町

農業用用排水施設　L=820m
農道整備　L=1,020m

農業集落道路整備　L=1,260m
農業集落排水施設整備　L=400m

594,060

合計 5,216,652

小計 3,212,902

農村整備
農村集落基盤再編・整備事
業（集落基盤再編型）

多気・大台 三重県
多気町、
大台町

農業用用排水施設　L=5,515m
農道整備　L=1,331m
ほ場整備　A=14.7㏊

農業集落道路整備　L=1,258m
他

973,400

農村集落基盤再編・整備事
業（中山間総合（一般型事
業））

紀北２期 三重県 紀北町
農業用用排水　L=2,725m

農道整備　L=1,030m
農業集落排水施設整備　L=430m

367,300

農村整備
農村集落基盤再編・整備事
業（集落基盤再編型）

伊賀２期 三重県
伊賀市、
名張市

農業用用排水　L=5,481m
農道整備　L=2,589m

農業集落道路整備　L=158m
農業集落防災安全施設（防火水

槽）　N=3箇所　他

914,142

調査及び計画策定等
のソフト整備のため未
記入

農村整備
農業集落排水事業（機能診
断調査及び最適整備構想の
策定）

津市 津市 津市
機能診断調査、

最適整備構想策定
24,000

調査及び計画策定等
のソフト整備のため未
記入

農村整備
農業集落排水事業（農業集
落排水施設等の整備又は改
築）

伊賀１期 伊賀市 伊賀市 機能強化　１式 10,000

事業名 計画期間内 計画期間内

事業型 事業箇所名 事業実施主体関係市町村 の事業内容 工期 の総事業費 費用対効果

（地区名） （工種及び数量） （千円）

農村整備
農業集落排水事業（農業集
落排水施設等の整備又は改
築）

名張市第１期 名張市 名張市 機能強化　１式 229,000

農村整備
農業集落排水事業（機能診
断調査及び最適整備構想の
策定）

鈴鹿市 鈴鹿市 鈴鹿市
機能診断調査、

最適整備構想策定
8,000

水利施設整備 地域用水環境整備事業 斎宮池 三重県
明和町、
玉城町

親水景観保全施設　1式
生態系保全施設　1式
利用保全施設　1式

20,000
土地改良法に基づか
ない事業実施のため
未記入

農村整備

農村整備
農村集落基盤再編・整備事
業（中山間総合（一般型事
業））

御浜西部 三重県 御浜町
農道整備　L=36m
農地防災　N=1式

73,000


